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資料  

【巻末資料】 

1. 災害時の福祉支援体制の整備について（災害時の福祉支援体制の整備に向けたガイドライン） 
（厚生労働省 平成30 年5 月31 日 社援発0531 第1 号）※概要版含む 

2. 災害福祉広域支援ネットワーク構築セミナー  
～災害派遣福祉チームを動かす組織と体制を考える～（令和元年9 月24 日開催） 
 パンフレット 
 次第 
 配布資料目次 
 資料1 災害福祉支援の在り方と今後の方向性 

    （厚生労働省 社会・援護局 福祉基盤課） 
 資料2 都道府県のネットワーク体制と人材・組織マネジメント   （㈱富士通総研） 
 資料3-1 ①都道府県と団体との協働 ～都道府県とのネットワークの協働に向けて 

    （岡山県） 
 資料3-2 ②活動の源泉 ～機動力のあるネットワーク 体制・人材をつくる （京都府） 
 資料3-3 ③活動を開始する ～県と事務局による活動開始のフロー    （岩手県） 
 資料3-4 ④活動環境の整備 ～ロジスティクス                 （静岡県） 
 資料4-1 ネットワーク構成団体と共に体制・人材をつくるには 
 資料4-2 ワークシート          （4-1、2：華頂短期大学教授 武田康晴氏） 
 資料5 全社協における災害福祉支援体制の構築に向けた取組 

        （社会福祉法人全国社会福祉協議会法人振興部） 
 アンケート 

__________________________________________________________________ 

【ホームページ掲載資料】 

災害派遣福祉チームの育成に関する調査研究事業 
https://www.fujitsu.com/jp/group/fri/report/elderly-health/2019saigaifukushi.html 

 
※以下資料はホームページのみの掲載 
災害派遣福祉チーム 導入研修資料 

1. 行政説明 災害派遣福祉チームについての基本事項 
2. 演習Ⅰ ディスカッション～避難所における福祉ニーズを考える 
3. 事務局説明 災害派遣福祉チームの活動 
4. 演習Ⅱ 一般避難所での災害派遣福祉チームの活動 

  



 

 

 

 



 

1 

 

 

2 

 



 

3 

 

 

4 

 



 

5 

 

 

6 

 



 

7 

 

 

8 

 



 

9 

 

 

 

 

10 

 



 

11 

 

 

12 

 



 

13 

 



● 対象者
都道府県の災害派遣福祉チームの御担当者及び事務局の御担当者※
※現在事務局となっていない場合でも、都道府県と検討・構築に共に取り組む団体等も含む

● 定員
100名 （申込期限 2019年 9月 13日（金）※定員になり次第締め切らせていただきます）

● 日時・会場

● プログラム（予定）
時間 項 目 講 師

10:00 開会・オリエンテーション

10:05-10:35 災害時の福祉支援体制と今後の方向性（仮） 厚生労働省社会・援護局 福祉基盤課

10:35-11:35 都道府県のネットワーク体制と
人材・組織マネジメント

㈱富士通総研 行政経営グループ
チーフシニアコンサルタント 名取 直美

11:35-12:30 休憩

機動力のあるネットワーク体制・人材をつくる

12:30-14:30

part1.平成30年度豪雨災害時の活動自治体に学ぶ
①県と団体の協働
②活動の源泉～人材育成と体制強化
③活動を開始する～県と事務局による活動開始時
のフロー

④活動環境の整備～ロジスティクス

①木村 真悟 岡山県社会福祉協議会地域福祉部副部長
②丹下 ねね 京都府健康福祉部 地域福祉推進課
③淺沼 修 岩手県保健福祉部地域福祉課生活福祉担当課長
加藤 良太 岩手県社会福祉協議会地域福祉企画部主査

④松浦 史紀 静岡県社会福祉協議会福祉企画部主幹

14:30-14:40 休憩

14:40-16:05 part2.ネットワーク構成団体と共に体制・人材を
つくるには

進行：華頂短期大学幼児教育学科教授
武田 康晴

16:05-16:30 今後の標準化に向けた人材育成策と都道府県内の
人材育成体制支援策 他 社会福祉法人全国社会福祉協議会法人振興部他

● 目的
既に都道府県では災害福祉支援ネットワークの構築は進んでいるが、それを機動力のある体制とするに
は、都道府県・事務局による人材・組織のマネジメント強化が必要である。本セミナーでは、必要となる
機能と役割を整理し、そのために必要となるネットワーク参加団体との連携強化策・人材育成策を考える。

令和元年度 厚生労働省社会福祉推進事業
災害派遣福祉チームの育成に関する調査研究事業

災害福祉広域支援ネットワーク構築セミナー
～災害派遣福祉チームを動かす組織と体制を考える～

災害時の福祉支援体制・災害福祉支援ネットワークの構築に取り組む都道府県は40都道府県を既に超え、
大規模災害時の保健医療活動に係る体制とあわせて検討するところも見られる等、機動力と実効性のある体
制に向けた構築・充実が図られており、全国ではチーム員の確保も進んでいます。
平成30年豪雨災害時には、岡山県災害派遣福祉チームによる県内被災地への派遣による支援活動、それを
応援する県外の災害派遣福祉チームの広域派遣が行われましたが、被災地支援に係るチーム員の確保や育成、
活動に向けた受援・応援体制等、機動力や実効性を担保するための本部や人材の強化策の課題が確認されま
した。その解決には、都道府県・事務局は都道府県ネットワークに参加する団体との連携を強化・充実させ、
ともに平時より災害時に確実に「稼働」する機動力ある体制・人材づくりを考えて取り組まねばなりません。
本セミナーでは、発災時に情報の集約及びチームの派遣調整、指揮命令等を行う都道府県の「ネットワー
ク本部」、そのための構成団体との平時からの体制について必要な機能や役割分担等を先進県等の事例から
考えるとともに、他県等の状況を共有し、機動力のある体制と人材育成の進め方を考えます。
なお、ネットワークやチームの体制、役割と必須能力、育成体制を考える本セミナーは、今冬実施予定の
「災害派遣福祉チームリーダー養成研修事業」(厚労省事業・全社協実施)と連動して実施するため、都道府
県・事務局は本セミナーで全体を考えて頂いた上で養成研修出席対象者をご検討頂くことをお勧めします。

会場
変更2019年 9月 24日（火） 10:00開始（開場 9:30） 終了予定 16:30

フクラシア東京ステーション 5K会議室 東京都千代田区大手町2-6-1 朝日生命大手町ビル5F ※次頁参照

会場変更



①県と団体の協働 木村 真悟 岡山県社会福祉協議会地域福祉部 副部長
（前 岡山県災害派遣福祉チーム事務局担当）

岡山県では、岡山県内の種別協議会等が平成29年に災害派遣福祉チーム養成のための推進会議を組成し、平成30年度
内の協定締結に向けて岡山県と協議を重ねていましたが、平成30年7月豪雨の際には協定が未締結の状態でした。

しかし、災害発生後に推進会議では被害状況の把握を進め、岡山県は推進会議と協議を行って災害派遣福祉チームの県
内派遣・活動を開始し、その後も他府県の応援を受けながら被災地で支援活動を行いました。

被災という危機の中にありながら、なぜ・どのように県・団体は決断し、協力して要配慮者/被災者支援に取り組んでいくことが
できたのでしょうか。災害福祉支援ネットワークは、公民協働による仕組みです。岡山県での活動事例から、行政と事業者らが
協力する・連携する・協働するということの意味を考えます。

②活動の源泉
～人材育成と体制強化

丹下 ねね 京都府健康福祉部 地域福祉推進課
（京都府災害派遣福祉チーム担当課）

平成30年7月豪雨では、京都府は6クール(7/20～8/13)に渡って災害派遣福祉チームを派遣し、岡山県の活動を支えまし
た。京都府のチーム登録者数は135名(当時)と必ずしも人数が多くない中、なぜ支援活動を継続することができたのでしょうか。
チーム員の多くは福祉施設等の事業所に勤務し、活動する際には勤務施設の理解が必要です。そのため、確実に施設の理解
を得られるようにすることは、災害時の活動を担保するために不可欠ですが、なぜそれができたのでしょうか。

京都府は、チーム設置時からチーム員の意識やモチベーションを高めること、チーム員自らが気づき、成長していくことを重視
したチーム員を養成するプログラムを考え、その結果、平時より地元行政、地域住民と連携して活動するチーム員も多く出てき
ています。そして、こうした人材育成の取組や活動、チーム員の成長等に対する施設側の評価や理解が、災害派遣福祉チー
ムの活動を支えています。京都府の事例からは、人材育成を活動の源泉とする取組と、それに基づく体制強化を考えます。

③活動を開始する
～県と事務局による活動開始時のフロー

淺沼 修 岩手県保健福祉部地域福祉課 生活福祉担当課長
（岩手県災害派遣福祉広域支援推進機構/岩手県災害派遣福祉
チーム担当）
加藤 良太 岩手県社会福祉協議会地域福祉企画部 主査
（前 岩手県災害派遣福祉チーム事務局担当）

災害が発生した際、災害派遣福祉チームによる活動開始をどのように見極めればよいのでしょうか。マニュアル等で「災害救
助法が適用となる規模の災害が発生した場合」とあっても、実際に災害派遣福祉チームを派遣するためには単純な手順だけ
で考えられるものではなく、いくつかの判断や見極めのポイントがあります。

岩手県では、平成28年に熊本県への広域派遣、台風10号被害による岩泉町への県内派遣を経験しています。災害派遣福
祉チームの活動開始に向けては、さまざまなやりとりがあり、県と事務局がそれぞれの役割を果たしながら活動開始に向けた検
討と協議を行い、その中で県はチーム派遣の決定を行っています。

いざという時に災害派遣福祉チームの活動を確実に実施できるよう、県と事務局のそれぞれの役割、活動開始に向けた意思
決定のフローについて、岩手県と事務局双方の動きから考えます。

④活動環境の整備～ロジスティクス 松浦 史紀 静岡県社会福祉協議会福祉企画部地域福祉課 主幹
（前 静岡県災害派遣福祉チーム事務局担当

現在、全国で災害派遣福祉チームのチーム員登録、養成が進んでいます。しかし、災害派遣福祉チームが活動するには、
変化する状況やニーズ等の情報収集、それに伴う災害派遣福祉チーム全体の活動計画の検討、関係機関等との連携体制の
構築、活動資材確保等、情報や資源をもって活動環境の調整や整備等を行う機能が必要です。

こうした「ロジスティクス」機能は、チームを送り出す本部、現地の災害派遣福祉チームの双方に不可欠であり、チーム員の登
録と共に確保する必要があります。静岡県では、平成30年7月豪雨において岡山県に災害派遣福祉チームを派遣し、初めて
の活動に取り組みました。そして、事務局は派遣決定によって本部に移行した後、体制の強化を可能な限り図りつつ、被災地外
の本部と被災地である現地でチームの活動を支えました。

静岡県の事例からは、チーム活動の際に県・本部（事務局）が行うべきこと・必要なことを知り、今後強化すべき点を考えます。

【追加情報】
機動力のあるネットワーク体制・人材をつくる
part1.平成30年度豪雨災害時の活動自治体に学ぶ



令和元年度 厚生労働省社会福祉推進事業 
災害派遣福祉チームの育成に関する調査研究事業 

災害福祉広域支援ネットワーク構築セミナー 
～災害派遣福祉チームを動かす組織と体制を考える～ 

次  第 
主 催︓ 株式会社富士通総研 
日 時︓ 2019年9月24日（火）10︓０0～16︓30 
場 所︓ フクラシア東京ステーション 5K会議室 

 （敬称略） 

10:00 開会   

10:05 説明 災害福祉支援の在り方と今後の方向性 【資料1】 
厚生労働省 社会・援護局 福祉基盤課 

10:35 説明 都道府県のネットワーク体制と人材・組織マネジメント 【資料2】 
㈱富士通総研 行政経営グループ チーフシニアコンサルタント 名取 直美  

11:35 昼食休憩 （12:30再開） 

12:30 機動力のあるネットワーク体制・人材をつくる 

 事例発表 Part1.平成30年豪雨災害時の活動自治体に学ぶ  
① 県と団体の協働  【資料3-1】 

都道府県とネットワークの協働に向けて 
岡山県社会福祉協議会 地域福祉部 副部長 木村 真悟  

② 活動の源泉～人材育成と体制強化  【資料3-2】 
機動力のあるネットワーク 体制・人材をつくる 
京都府健康福祉部 地域福祉推進課 丹下 ねね  

③ 活動を開始する～県と事務局による活動開始時のフロー 【資料3-3】 
災害派遣福祉チーム 派遣の見極めと実行 
岩手県保健福祉部 地域福祉課 生活福祉担当課長 淺沼 修 
岩手県社会福祉協議会 地域福祉企画部 主査 加藤 良太 

④ 活動環境の整備～ロジスティクス  【資料3-4】 
平成30年西日本豪雨災害 静岡DCATの倉敷市派遣におけるインシデントコマンドシステムの検証 
静岡県社会福祉協議会 福祉企画部 地域福祉課 主幹 松浦 史紀 

14:30 休憩  

14:40 意見交換 Part2.ネットワーク構成団体と共に体制・人材をつくるには         【資料4】 
進行︓華頂短期大学 幼児教育学科 教授 武田 康晴 

16:05 説明 
全社協における災害福祉支援体制の構築に向けた取組 【資料5】 
社会福祉法人全国社会福祉協議会 法人振興部 

16:30 閉会  

（裏面に続く） 



【お願い事項】 
 名札        （例） 

机上に準備されているネームカードに、ご自分の御所属や職域・氏名をマジックで見える 
ように記入して、カードフォルダーに格納ください。 
 

 アンケート 
ご記入の上、お帰りの際は机の上に置いたままでご退席ください。 
 

 館内設備について 
この会場は「5階K会議室」です。トイレ、喫煙所、飲料（自動販売機等）は同じフロアにあります。 
非常口は、会議室を出て左右何れにもございます。 
6階にはラウンジがあります。 

 
 

 昼食について 
会場にて飲食は可能ですが、出たゴミは必ずお持ち帰り頂くようお願いします。 
当ビル 1階にファミリーマートがあります。 
 

 携帯電話   
セミナーの妨げにならないよう、電源をお切りいただくかマナーモードに設定いただき、音が出ないようにお願いします。 

●●市 ●●課 

山田 太郎 

会場 会場 



令和元年度 厚生労働省社会福祉推進事業 

災害派遣福祉チームの育成に関する調査研究 

 

災害福祉広域支援ネットワーク構築セミナー 

～災害派遣福祉チームを動かす組織と体制を考える～ 

 

 

配付資料 目次 

 

資料 1  災害福祉支援の在り方と今後の方向性 （厚生労働省 社会・援護局 福祉基盤課） 

資料 2  都道府県のネットワーク体制と人材・組織マネジメント（富士通総研） 

資料 3-1 ①都道府県と団体の協働 （岡山県） 

  都道府県とネットワークの協働に向けて 

資料 3-2 ②活動の源泉 （京都府） 

  機動力のあるネットワーク 体制・人材をつくる 

資料 3-3 ③活動を開始する ～県と事務局による活動開始のフロー （岩手県） 

 災害派遣福祉チーム 派遣の見極めと実行 

資料 3-4 ④活動環境の整備～ロジスティクス （静岡県） 

  ①平成 30 年西日本豪雨災害静岡ＤＣＡＴの倉敷市派遣におけるインシデントコマンドシステム 

 の検証 

 ②平成 30 年西日本豪雨災害 災害派遣福祉チーム事務局・災害派遣福祉チームの動き 

 （静岡 DCAT） 

資料 4 ワークシート 

資料 5 全社協における災害福祉支援体制の構築に向けた取組 

 アンケート 

以上 



0

1



2

3



4

5



6

7



8

9



10

30 3
29

11



2018
65

65 32.6 2015 40.0 2040

20.8%

23.1%
25.6%

27.6%
29.5%

32.4%
34.5%

35.7% 36.9%
37.9%

38.7% 39.3%

13.7%
15.5%

17.4%
18.9% 19.6% 19.8% 20.2% 20.5% 20.7% 20.8% 21.0% 21.1%

40.0%

37.3%

34.2%

31.9%
29.9%

27.9% 26.9% 26.1% 25.3% 24.5% 23.8%
23.3%

6.3% 6.8% 7.1%
7.6% 8.4%

8.7% 8.9% 9.3% 9.5% 9.6% 9.7% 9.7%

3.1% 4.0%
5.0%

6.5%
7.9%

9.2% 11.7%
13.0% 13.9% 14.9%

16.1%
17.7%

1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

12

31.9

43.0

52.0

54.1

59.5

64.4

61.8

51.2

40.9

40.7

35.6

30.7

3.4

5.8

7.1

5.1

4.9

4.9

1.5
1.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

2014

2008

2003

1998

1993

1988

13



Copyright 2019 FUJITSU RESEARCH INSTITUTE 2



Copyright 2019 FUJITSU RESEARCH INSTITUTE

•
•
•

3

Copyright 2019 FUJITSU RESEARCH INSTITUTE

1
2

3

4

4



Copyright 2019 FUJITSU RESEARCH INSTITUTE 5

Copyright 2019 FUJITSU RESEARCH INSTITUTE 6



Copyright 2019 FUJITSU RESEARCH INSTITUTE 7

Copyright 2019 FUJITSU RESEARCH INSTITUTE 8



Copyright 2019 FUJITSU RESEARCH INSTITUTE 9

Copyright 2019 FUJITSU RESEARCH INSTITUTE 10



Copyright 2019 FUJITSU RESEARCH INSTITUTECopyright 2019 FUJITSU RESEARCH INSTITUTE 11

Copyright 2019 FUJITSU RESEARCH INSTITUTE 12



Copyright 2019 FUJITSU RESEARCH INSTITUTE

10
21.3%

14
29.8%

19
40.4%

23
40.4%

28
59.6%

10
21.3%

15
31.9%

14
29.8%

12
25.5%

13
27.7%

6
12.8%

5
10.6%

10
21.3%

6
12.8%

2
4.3%

1
2.1%

1
2.1%

11
23.4%

9
19.1%

3
6.4%

1
2.1%

1
2.1%

2
4.3%

10
21.3%

3
6.4%

1
2.1%

2
4.3%

3
6.4%

13

Copyright 2019 FUJITSU RESEARCH INSTITUTE 14



Copyright 2019 FUJITSU RESEARCH INSTITUTE 15

Copyright 2019 FUJITSU RESEARCH INSTITUTE 16



Copyright 2019 FUJITSU RESEARCH INSTITUTE 17

Copyright 2019 FUJITSU RESEARCH INSTITUTE 18



Copyright 2019 FUJITSU RESEARCH INSTITUTE 19

Copyright 2019 FUJITSU RESEARCH INSTITUTE 20



Copyright 2019 FUJITSU RESEARCH INSTITUTE 21

Copyright 2019 FUJITSU RESEARCH INSTITUTE 22



Copyright 2019 FUJITSU RESEARCH INSTITUTE 23




